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介護老人保健施設 オラージュ須磨 

重要事項説明書 

（介護保健施設サービス） 

 

本書は、あなた(又はあなたの家族)が利用しようと考えている介護保健施設サービスについて、

介護保険法の規定に基づき、事業者がご入所者に説明すべき事項を記載しています。わからない

こと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

この「重要事項説明書」は厚生労働省令に基づき、介護保健施設サービス提供契約締結に際し

て、事業者があらかじめ説明しなければならない内容を記したものです。 

 

1. 事業所経営法人 

事 業 者 の 名 称 医療法人社団 創生会 

代 表 者 氏 名 理事長 田口 真子 

事 業 者 の 所 在 地 兵庫県神戸市東灘区深江本町 3-8-22 

法 人 設 立 年 月 日 1999 年 11 月２６日 

 

2.ご利用事業所 

（1）事業所の所在地など 

事 業 所 の 名 称 介護老人保健施設オラージュ須磨 

介 護 保 険 

事 業 所 番 号 
2850780061 

事 業 所 の 所 在 地 兵庫県神戸市須磨区若草町 3-622-11 

開 設 年 月 日 2010 年 10 月 1 日 

管 理 者 高峰 義和 

連 絡 先 電話番号  078-747-1136  

ＦＡＸ番号 078-747-1138 

入 所 定 員 100 名 

 

（２）事業の目的と運営の方針について 

事 業 の 目 的 

介護老人保健施設は、介護保険法令の趣旨に従って、事業所のサービス計画

によるご入所者（契約者）に対する看護・医学的管理のもとに、介護・機能

訓練その他必要な医療並びに日常生活上のお世話を行うことにより、ご入所

者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その

者の居宅における生活への復帰を目指すことを目的とします。 

運 営 の 方 針 

ご入所者お一人お一人の思いを尊重し、ご自宅での生活への復帰のために、

自立した日常生活を送ることをお手伝いします。 

地域や家庭との結び付きを重視して、市町村や他の事業者等との連携をする

ことで、安心のある暮らし、地域、社会づくりに貢献していきます。 
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３.居室の概要 

 当事業所では以下の居室・設備をご用意しています。 

 全室ユニット介護を基準にしており、個室のみの設定となっております。 

※ 上記は、介護老人保健施設に必置が義務づけられている施設・設備です。 

※ 居室の変更：ご入所者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況や居室

環境、周辺環境により、事業所でその可否を決定します。また、ご入所者の心身の状況によ

り居室を変更する場合があります。その際には、ご入所者やご家族等と協議の上決定するも

のとします。 

 

４.従業者の配置状況 

（１）主な従業者の配置状況及び職務 

   当事業所では、ご入所者に対して介護保健施設サービスを提供する従業者（短期入所療養

介護職員を含む）として、以下の職種の従業者を配置しています 

（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

※従業者の配置については、指定基準を遵守しています。 

※常勤換算：職員それぞれ 1 週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の所

定勤務時間数（4 週 160 時間）で除した数です。 

※実ご入所者 3 名に対し、看護・介護職員を 1 名以上配置しています。 

夜間は介護職員 5 名以上が夜勤業務を行います。 

 

 

 

居室・設備の種類 室数 備 考 

個 室 100 室 各個室にベット、洗面所、収納設備を備えつけております。 

共 同 生 活 室 10 室 食事はこちらで召し上がって戴きます。 

診 察 室 １室 レントゲン室を併設しております。 

機 能 訓 練 室 1 室 リハビリコーナー、言語聴覚訓練室があります。 

浴 室 10 箇所 各ユニットに個別浴槽を設置しております。 

ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ 10 室 各ユニットにスタッフカウンターを設置しております。 

調 理 室 1 室  

洗 濯 室 5 室 各階に洗濯室を設置しております。 

汚 物 処 理 室 10 室 各ユニットに設置しております。 

職種 指定基準 実配置人員 常勤換算 

１．施設長（医師） 1 名 1 名 1 名 

２．薬剤師  ０．3 名 １名 ０．3 名 

３．看護職員  ９．６名 10 名 ９．６名 

４．介護職員  2３．９名 45 名 44.2 名 

５．支援相談員  1 名 2 名 2 名 

６．リハビリ職員  1 名 7 名 4 名 

７．管理栄養士 1 名 1 名 1 名 

８．介護支援専門員  1 名 1 名 1 名 

９．事務職員 適当数 2 名 2 名 
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①施設長（管理者） 

事業所従業者の管理、業務の実施状況その他の管理を一元的に行うとともに、従業者に対して必

要な指揮命令を行う。 

②医師 

ご入所者の病状及び心身の状況に応じて日常的な医療業務に従事する。 

③薬剤師 

医師の指示に基づき調剤を行い、事業所で保管する薬剤管理業務に従事する。 

④看護職員 

医師の指示に基づき、投薬・検温・血圧測定等の診療補助行為を行うほか、ご入所者の施設サー

ビス計画に基づく看護業務等に従事する。 

⑤介護職員 

 ご入所者の施設サービス計画に基づく日常生活の介護、相談及び援助の業務に従事する。 

⑥支援相談員 

ご入所者及びその家族からの生活相談及び援助の企画立案・実施、入退所にかかる手続き、レク

リエーション等の計画・指導業務、関係市町との連携及びボランティアの指導業務に従事する。    

⑦リハビリ従業者（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士） 

ご入所者のリハビリテーション計画の企画立案、機能回復・機能維持に必要な訓練及び指導に従

事する。 

⑧管理栄養士 

献立の作成業務、栄養指導業務、嗜好調査及び残食調査等ご入所者の食事管理業務に従事する。 

⑨介護支援専門員 

ご入所者の施設サービス計画の企画立案、要介護認定更新申請手続き代行業務等、介護支援に関

する業務に従事する。 

⑩事務職員 

事業所の庶務及び会計事務に従事する。 

 

（２）主な職種の勤務体系 

職種 勤務体制 

１．医師   ８：３０ ～ １７：３０ （土・日・祝は休み） 

２．介護職員    ７：30 ～  １６：3０ 

  ８：３０ ～ １７：３０ 

１０：００ ～ １９：００ 

１２：3０  ～ ２１：3０ 

２１：３０ ～ 翌７：３０ 

３．看護職員    ８：３０ ～ １７：３０ 

４．リハビリ職員    ８：３０ ～ １７：３０ 
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５.当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス 

以下のサービスについては、居住費・食費を除き介護保険から給付されます。 

施設サービス 

計画の作成 

・ご入所者の有する能力、その置かれている環境等の評価を通じてご入所者

が現に抱える問題点を明らかにし、ご入所者が自立した日常生活を営むこ

とができるように施設サービス計画を作成し支援します。 

食  事 

・管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びにご入所者の身体の状況及び

嗜好を考慮した食事を提供します。 

・ご入所者の自立支援の為、離床し食堂にて食事を召し上がって戴くことを

原則とします。 

（食事提供時間） 

朝食 8：00～10：00  昼食 12：00～14：00 

夕食 18：00～20：00 

・食事のキャンセル・変更等は、前日 10 時までにお申し出下さい。 

・外出・緊急的な受診等の理由でも、急なキャンセル・変更等の申し出はお

受け出来ません。 

・召し上がられていなくても食事料金が発生します。予め、ご了承下さい。 

入  浴 

・原則、入浴または清拭を週２回行います。 

・寝たきりの方も機械浴槽（特別浴、リフト浴、座位浴）を使用して入浴し

て頂けます。 

排  泄 
・排泄の自立を促す為、ご入所者の身体能力を最大限に活用し援助を行いま

す。 

機能訓練 

・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士によりご入所者の心身等の状況に応

じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復または減退を防止する為の訓

練を実施致します。 

健康管理 
・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

・必要に応じて協力病院への受診も配慮致します。 

そ の 他 

自立への支援 

・寝たきり防止の為、医師により制限の指示のある方以外は離床いただきま

す。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

 

（２）サービスの利用料金 

事業所は、法定代理受領サービスに該当する介護保健施設サービスを提供した際には、ご入

所者から利用料の一部として、当該介護保健施設サービスについて介護保険法に規定する厚生

労働大臣が定める基準により算定した費用の額（告示上の額）から当該事業所に支払われる施

設介護サービス費の額を差し引いた額（自己負担額）の支払いを受けます。その他、食事の提

供に要する費用、居住に関する費用及び特別な室料に関する費用の支払いをご入所者から受け

る事ができます。また事業所は、法定代理受領サービスに該当しない介護保健施設サービスを

提供した際にご入所者から支払いを受ける利用料の額と、前段の額との間に、不合理な差額が

生じないようにします。下記の料金表の該当する要介護度における自己負担額と、居室と食事

に係る自己負担額の合計金額をお支払い下さい。 
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<介護保健施設サービス費>(1 日あたり) 

【居室の種別】 

■基本型 ユニット型個室 

□在宅強化型 ユニット型個室 

①基本型 

利用者の要介護度 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 846 円 894 円 963 円 1,021 円 1,073 円 

2 割 1,691 円 1,788 円 1,925 円 2,041 円 2,146 円 

3 割 2,536 円 2,682 円 2,887 円 3,061 円 3,219 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 6,141 円 6,189 円 6,258 円 6,316 円 6,368 円 

2 割 6,986 円 7,083 円 7,220 円 7,336 円 7,441 円 

3 割 7,831 円 7,977 円 8,182 円 8,356 円 8,514 円 

 

②在宅強化型（以下、「強化型」） 

利用者の要介護度 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 924 円 1,004 円 1,073 円 1,136 円 1,191 円 

2 割 1,847 円 2,007 円 2,146 円 2,271 円 2,382 円 

3 割 2,770 円 3,011 円 3,219 円 3,406 円 3,573 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 6,219 円 6,299 円 6,368 円 6,431 円 6,486 円 

2 割 7,142 円 7,302 円 7,441 円 7,566 円 7,677 円 

3 割 8,065 円 8,306 円 8,514 円 8,701 円 8,868 円 

 

※１ 食事にかかる自己負担額の内訳：朝食 546 円、昼食 714 円、夕食 735 円 

 

ⅰ）地域区分別の単価（４級地 10.54 円）で計算しています。 

ⅱ）負担割合証を確認のうえ、ご入所者負担が割合証に記載の負担率となります。 

ⅲ）ご入所者がまだ要介護認定を受けておられない場合、サービス利用料金の 10 割を一旦お

支払いいただきます。要介護認定を受けられた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払

い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご入所者が保険給付の申請を行うために必

要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。認定結果が「自立」の場合

は、全額自己負担となります。 

ⅳ）介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご入所者の負担額

を変更します。 

ⅴ）外泊中は居住費を徴収する事が出来るものとします。ただし、外泊中のベッドを短期入所療

養介護または介護予防短期入所療養介護に利用する場合は、外泊中のご入所者からは居住費

を徴収せず、短期入所療養介護ご入所者または介護予防短期入所療養介護ご入所者より短期

入所の滞在費を徴収します。 
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（３）住居費・食費の負担限度額 

介護保険法の規定により、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方については、認定証に

記載されている負担限度額を支払上限とします。 

※世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられる方

の場合は、事業所利用の居住費・食費が軽減されます。 

対象者 区分 居住費 食費 

生活保護受給者 
第１段階 ８８０円 300 円 

市町村民税 

非課税世帯 

老齢福祉年金受給者 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円以下の方 
第２段階 ８８０円 390 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円超 120 万円以下の方 
第３段階 

①  
1,3７０円 650 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、120 万円超の方 
第３段階 

②  
1,3７０円 1,360 円 

上記以外の方 第４段階 3,300 円 1,995 円 

 

 

（４）加算 

 

＜事業所体制の加算＞ 

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

夜勤職員配置加算 夜勤職員を 5 人以上配置 26 円/日 51 円/日 76 円/日 

科学的介護推進体制加算

（Ⅰ） 

データ収集を行い、それを活

用した介護サービスを提供 
43 円/月 85 円/月 127 円/月 

科学的介護推進体制加算

（Ⅱ） 

Ⅰに加えて疾病、服薬の状況

等を LIFE を用いて提出 
64 円/月 127 円/月 190 円/月 

安全対策体制加算 
安全対策部門を設置し、 

組織的に安全対策を実施 

21 円 

（入所時に 1 回） 

42 円 

（入所時に 1 回） 

63 円 

（入所時に 1 回） 

協力医療機関連携加算 

協力医療機関が一定の要件

を満たす場合 
53 円/月 106 円/月 159 円/月 

要件は満たさないが情報を

共有する会議を定期的に開

催している場合 

6 円/月 11 円/月 16 円/月 

高齢者施設等感染対策 

向上加算（Ⅰ） 

体制を確保し、届け出を行

った医療機関等で行う研修

または訓練に年に 1 回以上

参加 

11 円/月 21 円/月 32 円/月 

高齢者施設等感染対策 

向上加算（Ⅱ） 

届け出を行った医療機関か

ら 3 年に 1 回以上実地指導

を受けている 

6 円/月 11 円/月 16 円/月 
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認知症チームケア推進 

加算（Ⅰ） 

認知症利用者の割合が半数以上で

あり、所定の研修を修了した者と

複数でチームケアを実施 

159 円/月 317 円/月 475 円/月 

認知症チームケア推進 

加算（Ⅱ） 

Ⅰの要件以外の研修を修了た者と

複数でチームケアを実施 
127 円/月 253 円/月 380 円/月 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅰ） 

Ⅱの要件を満たし、その成果が確認さ

れ、複数の機器を導入している 
106 円/月 211 円/月 317 円/月 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅱ） 

負担軽減のための委員会や改

善活動を実施、見守り機器等を

１つ以上導入し年に 1 度デー

タの提供を行う 

11 円/月 21 円/月 32 円/月 

栄養マネジメント強化加

算 

栄養士を 1 名以上配置し、継続的

な栄養管理を実施。入所者ごとの

栄養状態等の情報を厚労省へ提出

しデータを活用していること 

12 円/日 23 円/日 35 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅰ)  

介護福祉士を 80%以上配

置または勤続 10 年以上介

護福祉士 35％以上 

24 円/日 47 円/日 70 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅱ) 

介護福祉士を 60％以上配

置 
19 円/日 38 円/日 57 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅲ) 

次のいずれかに該当する事 

① 介護福祉士 50％以上 

② 常勤職員 75％以上 

③ 勤続7年以上30％以上 

7 円/日 13 円/日 19 円/日 

在宅復帰・在宅

療養支援機能

加算 

（Ⅰ） 
在宅復帰・在宅療養支援等指

標 40 以上 
54 円/日 108 円/日 162 円/日 

（Ⅱ） 
在宅復帰・在宅療養支援等指

標 70 以上 
54 円/日 108 円/日 162 円/日 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定単位数に 7.5%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 

所定単位数に 7.1%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 

 

＜対象者のみ付加される加算＞ 

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

初期加算Ⅰ 

急性期医療を担う医療機関の

一般病棟への入院後 30 日以

内に退院し、施設に入所 

64 円/日 127 円/日 190 円/日 

初期加算Ⅱ Ⅰ以外で入所から 30 日以内 32 円/日 64 円/日 95 円/日 

緊急時治療管理 1 月に 1 度連続する 3 日間 546 円/日 1,092 円/日 1,638 円/日 

特定治療 やむを得ず、指定される治 診療報酬点数×10 円 
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療行為を行った場合 

かかりつけ医連携薬剤調

整加算(Ⅰ) 
主治医と連携し減薬実施 106 円/月 211 円/月 317 円/月 

口腔衛生管理加算 口腔ケアを月 4 回以上実施 95 円/月 190 円/月 285 円/月 

再入所時栄養連携加算 
退院後に病院の栄養士と連

携し再入所 
211 円/回 422 円/回 633 円/回 

療養食加算 療養食提供 7 円/回 13 円/回 19 円/回 

 

低栄養リスク改善加算 
低栄養を改善する支援 317 円/月 633 円/月 949 円/月 

経口移行加算 経口への移行支援 30 円/日 59 円/日 89 円/日 

経口維持加算(Ⅰ) 
摂食障害を有し誤嚥を認め

る場合 
422 円/月 844 円/月 1,265 円/月 

経口維持加算(Ⅱ) 

Ⅰを算定し医師、歯科医師、

歯科衛生士、言語聴覚士の

介入 

106 円/月 211 円/月 317 円/月 

在宅サービスを利用した

ときの費用 

外泊時介護老人保健施設に

よる在宅サービスを利用し

た場合 

844 円/日 1,687 円/日 2,530 円/日 

外泊時費用 外泊の初日、最終日除く 382 円/日 763 円/日 1,145 円/日 

リハビリテーションマネ

ジメント計画書情報加算

(Ⅰ) 

(Ⅱ)に加え口腔衛生管理加

算(Ⅱ)および栄養マネジメ

ント強化加算を算定 

56 円/日 112 円/日 168 円/日 

リハビリテーションマネ

ジメント計画書情報加算 

(Ⅱ) 

LIFE へのリハビリデータ提

出・フィードバック情報に基

づく PDCA サイクル推進 

35 円/月 70 円/月 105 円/月 

自立支援促進加算 

医学的評価と自立支援に係る

支援計画の実施、LIFE へのデ

ータ提出とフィードバック 

317 円/月 633 円/月 949 円/月 

短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算(Ⅰ) 

入所後 3 ヶ月以内、入所時及び 1

月に 1 回以上 ADL 等の評価を行

いその結果を厚労省へ提出、必要

に応じて計画を見直す 

272 円/日 544 円/日 816 円/日 

短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算(Ⅱ) 
入所後 3 ヶ月以内 211 円/回 422 円/回 633 円/回 

認知症短期集中リハビリ

テーション実施加算(Ⅰ) 

理学療法士・作業療法士ま

たは言語聴覚士を適切に配

置したうえで、退所後生活

する居宅等を訪問し、それ

を踏まえた計画を作成する 

253 円/日 506 円/日 759 円/日 

認知症短期集中リハビリ

テーション実施加算(Ⅱ) 
入所後 3 ヶ月以内 127 円/日 253 円/日 380 円/日 

認知症ケア加算 
認知症専門棟に入所する日

常生活自立度Ⅲ以上の方 
81 円/日 161 円/日 241 円/日 
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認知症専門ケア加算(Ⅰ) 

規定数以上の研修終了者配

置し、日常生活自立度Ⅲ以

上の方へサービスを提供 

4 円/日 7 円/日 10 円/日 

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

Ⅰの要件を全て満たした上

で、認知症介護の指導に係

る専門的な研修の修了者を

配置、計画的な研修を実施 

5 円/日 9 円/日 13 円/日 

若年性認知症入所者受入

加算 
若年性認知症の受け入れ 127 円/日 253 円/日 380 円/日 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 
認知症の者の緊急入所 211 円/日 422 円/日 633 円/日 

所定疾患施設療養費(Ⅰ) 
肺炎、尿路感染症又は帯状

疱疹等に対する医療行為 
252 円/日 504 円/日 756 円/日 

所定疾患施設療養費(Ⅱ) 
肺炎、尿路感染症又は帯状

疱疹に対する医療行為 
506 円/日 1,012 円/日 1,518 円/日 

褥瘡マネジメント加算

(Ⅰ) 

褥瘡ケア計画の実施、LIFE

の活用 
4 円/月 7 円/月 10 円/月 

排せつ支援加算(Ⅰ) 
LIFE へのデータ提出とフィ

ードバックの活用 
11 円/月 21 円/月 32 円/月 

ターミナルケア加算 

死亡日以前 31 日以上 45

日以下 
76 円/回 152 円/回 228 円/回 

死亡日以前 4 日以上 30 日

以下 
169 円/日 338 円/日 506 円/日 

死亡日前日及び前々日 960 円/回 1,919 円/回 2,878 円/回 

死亡日 2,003円/回 4,006 円/回 6,008 円/回 

入所前後訪問

指導加算(Ⅰ) 

強化型 
入所前後に居宅訪問 

475 円/回 949 円/回 1,423 円/回 

基本型 475 円/回 949 円/回 1,423 円/回 

入所前後訪問

指導加算(Ⅱ) 

強化型 入所前後に居宅訪問し支援

計画を策定 

506 円/回 1,012 円/回 1,518 円/回 

基本型 506 円/回 1,012 円/回 1,518 円/回 

試行的退所時指導加算 
入所者・家族等への療養上

の指導 
422 円/回 844 円/回 1,265 円/回 

退所時情報提供加算(Ⅰ) 
入所者が居宅へ退所した場

合、主治医宛診療情報提供 
527 円/回 1,054 円/回 1,581 円/回 

退所時情報提供加算(Ⅱ) 医療機関へ退所した場合 264 円/回 527 円/回 791 円/回 

退所時栄養情報連携加算 

管理栄養士が、退所先の医

療機関等に対して、栄養管

理に関する情報を提供 

74 円/回 148 円/回 222 円/回 

退所前連携加算 
居宅介護支援事業所へ情報

提供 
527 円/回 1,054 円/回 1,581 円/回 

訪問看護指示加算 
退所時医師より指示書を交

付 
317 円/回 633 円/回 949 円/回 
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新興感染症等施設療養費 

厚生労働大臣が定める感染

症に感染し、そのうえで介

護サービスを実施 

253 円/日 506 円/日 759 円/日 

 

（５）上記以外のサービス 

以下のサービスは、前項で掲げるもののほか、介護保健施設サービスにおいて提供される便

宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であり、そのご入所者に負担さ

せることが適当と認められるもので、利用料金の全額がご入所者の負担となります。 

①理容・美容サービス 

  月に 3 回、理美容師の出張による理髪サービスをご利用頂けます。 

利  用  料  金（非課税） 

カット 1,800 円 パーマ（カットブロー込） 6,500 円 

カット・シャンプー・ブロー 2,800 円 パーマのみ 5,500 円 

カラーのみ 5,500 円 カラー（カットブロー込） 6,500 円 

髭剃り・顔そり 1,000 円  

②栄養補助食品 

 ご入所者の希望により、栄養補助食品を利用した場合、別途実費を請求させていただきます。 

（発注はケース単位となります） 

③レクリエーション、クラブ活動 

 ご入所者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただきます。 

④複写物の交付 

ご入所者は、当該ご入所者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望する場

合、当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払うことに

より、受け取ることができます。 

⑤日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等、ご入所者の日常生活に要する費用で、ご入所者に負担頂く事が適当

である物品に係る費用を負担いただきます。おむつ代は介護保険給付対象となっておりますの

で、ご負担いただく必要はありません。（実費、税込と記載のないものは非課税） 

利   用   料   の   額 

衣 類 リ ー ス 800 円／日（非課税）（肌着・下着・靴下・寝間着・日常着） 

私 物 洗 濯 390 円／日（非課税） 

嗜 好 飲 料 88 円／杯（税込）(コーヒー・紅茶・カルピス等) 

居室内電化製品使用料 39 円／日（税込）（禁止の物もあり） 

洗濯機・乾燥機使用料 5,214 円／月（税込） 

日 用 品 費 ２７０円／１日(非課税)（タオル１枚/日・シャンプー・リン

ス・ハンドソープ・ボディーソープ・ディスポエプロン等） 

お や つ 代 １10 円／１食（税込） 

特 別 ク リ ー ニ ン グ 実 費（非課税）（外注となります。ウールや絹製品等） 

福 祉 用 具 実 費（個別に提案させていただきます） 

診 療 情 報 提 供 書 文書の種類によって変わります。（診療情報提供書等） 

そ の 他 実 費（電話・切手・コピーなどご利用された場合） 

※月額で表記されているものについては、月の途中での入退所の場合は１ヶ月を３０日とした日
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割り計算とします。 

 

⑥その他、別に定める所定の料金 

ご入所者が契約終了後も居室を明け渡さない場合等には、契約終了日以降の損害賠償請求を

させて頂く場合があります。 

⑦利用料の変更については、介護保険給付体系の変更（変更日は国係法令等、厚労省告示適用

日より）、サービス体系の変更、公租公課又は物価等の変動によりサービス利用料金の変動を

行う場合、ご入所者に対し変更日の１ヶ月前迄に説明を行います。 

 

（６）.利用料のお支払方法 

①事業所は、原則として利用料の支払いを口座引落しとします。ご入所者及び連帯保証人が指

定する送付先に対し、利用料金の請求書兼明細書を、翌月末までに送付します。 

ご入所者は、事業所に対し当該合計額を翌々月の 5 日に支払うものとします。 

②事業所は、ご入所者又は連帯保証人から利用料金の支払いを受けた時には、ご入所者及び連帯

保証人が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

③利用料を振り込まれる場合の振込手数料、および事業所の責に帰さない事由による利用料の返

金手数料は、ご入所者又は連帯保証人が負担するものとします。 

※利用料、ご入所者負担額、及びその他費用の支払いについて、正当な理由なく、支払い期日ま

でに支払いが無い場合は、年１４．６％の割合で計算した遅延損害金をお支払いいただきます。 

 

（７）入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご入所者の希望により下記協力医療機関において診療や入院治

療を受けることが出来ます。（下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものでは

ありません）但し、下記医療機関での診療・入院治療を義務付けるものではありません。 

また事業所は、入所申込者の病状を勘案し、入所申込者に対し自ら必要なサービスを提供

することが困難と認めた場合は、適切な病院若しくは診療所等を紹介するなどの適切な措置

を速やかに講じる場合がございます。 

 ①協力医療機関 

医療機関の名称 神戸大山病院 

所 在 地 〒652-0802 神戸市兵庫区水木通 10 丁目 1-12  

電 話 番 号 078-578-0321 

診 療 科 内科、外科、整形外科、リハビリテーション科、循環器内科 

  

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 みなとデンタルクリニック 

所 在 地 
〒673-08９１ 明石市大明石町 2 丁目 3 番 22 号 

                   三伸ビル 1 階  

電 話 番 号 078-915-００６３ 

診 療 科 歯科、歯科口腔外科 
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６.サービス提供に関する相談、苦情について 

（1）当事業所における相談窓口 

事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 

苦 情 解 決 責 任 者 施設統括部長 

苦 情 受 付 窓 口 支援相談員、介護支援専門員 

受 付 時 間 毎週 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

電 話 番 号 ０７８－747－１１３６ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７８－747－１１３８ 

※１階エントランスにご意見箱がありますので、そちらもご自由にお使いください。 

 

（2）行政機関その他の相談窓口 

神戸市福祉局監査指導部 

所 在 地：神戸市中央区加納町 6-5-1 

電話番号：078-322-6326 

受付時間：8:45～12:00、13:00～17:30（平日） 

養介護施設従事者等による

高齢者虐待通報専用電話 

所 在 地：同上 

電話番号：078-322-6774 

受付時間：8:45～17:30（平日） 

神戸市消費生活センター 

所 在 地：神戸市中央区橘通 3-4-1 

電話番号：078-371-1221 

受付時間：9:00～17:00（平日） 

兵庫県国民健康保険団体 

連合会 

介護サービス苦情相談窓口 

所 在 地：神戸市中央区三宮町 1 丁目 9 番 1-1801 号 

電話番号：078-332-5617 

受付時間：8:45～17:15（平日） 

 

７．要介護認定の更新 

 ご入所者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日前迄に、要介護認定の更新の申請

に必要な援助を行います。 

 

８.事業所の利用に当たっての留意事項について 

来訪・面会 

面会時間は午前９時から午後７時までです。来訪者は面会時間を遵守

し、必ずその都度職員に申し出ていただき、面会簿に記入して下くだ

さい。風邪症状等のある方のご面会はご遠慮ください。 

外出・外泊 

外出・外泊の際には、必ず行き先、帰宅日時、食事の有無を所定の用

紙に記入し、職員に提出してください。 

食事のキャンセルについては、前日の１０時までが変更可能時間とな

ります。それ以降のキャンセルについては返金できません。 

医療機関での受診 

受診を希望される場合は必ず職員にお申し出ください。また、診察の

結果・処方の内容もご連絡ください。受診された担当医から協力医療

機関への医療情報をお願いすることもあります。 

通院や付き添いはご家族にもご協力をお願いします。 

居室・設備・器具の利用 

事業所内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場

合があります。※居室のカーテンは防炎カーテンに限り持込可。 
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食品等の持ち込み 

ご家族の持ち込まれた食べ物や飲み物、健康補助食品等を、他のご入

所者へ提供（おすそ分け等）することはご遠慮ください。 

また、衛生上の観点から、消費期限や賞味期限を過ぎたものについて

は、職員により廃棄させていただくことがあります。特に生ものなど

は、発見しだい処分させていただく場合もあります。 

喫煙・飲酒 
当法人は事業所敷地内禁煙です。飲酒は原則お断りいたします。職員

の指示に従ってください。 

迷惑行為等 
騒音等、他のご入所者の迷惑になる行為は、ご遠慮ください。 

また、許可なく他のご入所者の居室に立ち入らないでください。 

所持金品の管理 

所持金品は、本人及びご家族の責任で管理してください。紛失等につ

いての責任は負いかねます。高価な貴重品、刃物、危険物は原則とし

て持ち込むことができません。 

宗教活動・政治活動 
事業所内での、他のご入所者に対する宗教活動及び政治活動は、ご遠

慮ください。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込み及び飼育は、お断りいたします。 

引受かねる対応 

ご入所者又はご家族より以下のようなご要望があっても、対応しかね

ますのでご了承ください。 

①ご入所者本人にとって不適切又は介助時に本人に苦痛を伴うこと 

②事業所の業務運営上、不可能な方法 

③ご入所者の生命に危険がおよぶようなこと 

※上記の項目をお守りいただけない場合は、契約書に基づき契約の解除をさせていただく場合が

あります。 

 

9.秘密の保持と個人情報の保護について 

ご入所者及びその家族に

関する秘密の保持につい

て 

① 事業者は、ご入所者の個人情報について「個人情報の保護に

関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライ

ン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業所の従業者は、サービス提供をする上で知り

得たご入所者およびその家族の秘密を正当な理由なく、第三

者に漏らしません。 

③ この秘密保持に関する義務は、サービス提供が終了した後に

おいても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得たご入所者又はその家族

の秘密を保持させるため従業者である期間及び従業者でなく

なった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者

との雇用契約の内容とします。 

個人情報保護について 

① 事業者は、ご入所者から予め文書で同意を得たうえで、適正

な範囲においてご入所者及びその家族の個人情報を利用しま

す。 

② 事業者は、ご入所者に医療上、緊急の必要性がある場合には、

医療機関等にご入所者に関する情報を提供できるものとしま

す。 
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③ 事業者は、ご入所者およびその家族に関する個人情報が含ま

れる記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む）につい

ては善良な管理者の注意を持って管理し、また、処分の際に

も第三者への漏洩を防止するものとします。 

④ 事業者が管理する情報については、ご入所者の求めに応じて

その内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追

加又は削除を求められた場合は、直ちに調査を行い、利用目

的の達成に必要な範囲内で訂正などを行うものとします。 

開示等の求めに際し、当事業所所定の申請書、本人確認のた

めの書類を提出して下さい。ただし、手数料として１件 1,000

円（税込）とさせていただきます。 

 

10.虐待の防止について 

 事業者は、ご入所者の人権の擁護・虐待の防止の為に、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）成年後見制度の利用を支援します。 

（２）苦情解決体制を整備しています。 

（３）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 

11.身体拘束について 

事業者は、原則としてご入所者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、ご入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられると

きは、ご入所者及びご家族に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最

小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等につ

いての記録を行います。 

また、事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（１）緊急性…… 直ちに身体拘束を行わなければ、ご入所者本人又は他人の生命・身体に危険

が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（２）非代替性… 身体拘束以外に、ご入所者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶこ

とを防止することができない場合に限ります。 

（３）一時性…… ご入所者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場

合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

12.緊急時の対応方法について 

 サービス提供中に、ご入所者の病状が急変した場合、その他必要な場合は、速やかに主治医へ

連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、ご入所者があらかじめ指定する連絡先にも連絡し

ます。 

事故発生時やご入所者の体

調悪化時の緊急時の対応方

法 

① 医師へご入所者の状況を報告し、指示を仰ぎます。 

② 医師の指示の下対応します。必要であれば救急搬送等の対応

をいたします。 

③ ご家族に状況説明と医師の指示内容を伝え、必要であれば受

診対応等、協力を求めます。 

 

13.事故発生時の対応方法について 



-15- 

（１）事業所は事故の発生又はその再発を防止する為、次の各項に定める措置を講じます。 

①事故が発生した場合の対応、次項に規定する報告の方法等が記載された事故発生防止のため

の指針を整備します。 

②事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、

その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備します。 

③事故発生防止の為の委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

（２）事業所は、ご入所者に対する介サービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町村、

ご入所者の家族に連絡を行うと共に必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して対応した処置を記録します。 

（４）当事業所は、ご入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は速や

かに損害賠償を行います。 

 

１4．損害賠償について 

（１）事業所において、事業者の責任によりご入所者に生じた損害については、事業者は速やか

にその損害を賠償致します。ただし、その損害の発生について、ご入所者に故意又は過失が

認められる場合には、ご入所者のおかれた心身の状況を斟酌し相当と認められる場合には、

事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

（２）以下の各号に該当する場合は、事業者は賠償責任を免れます。 

① ご入所者又はその家族が、契約締結に際し、ご入所者の心身の状況及び病歴等の重要事項

について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発

生した場合 

② ご入所者又はその家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対

して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した

場合 

③ ご入所者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱ

ら起因して損害が発生した場合 

④ ご入所者が、事業者もしくは従事者の指示等に反して行った行為にもっぱら起因して損害

が発生した場合 

 

15.サービス提供の記録について 

（１）サービス提供に関する記録は、その完結日から５年間保存します。 

（２）ご入所者は、事業者に対して、保存されているサービス提供の記録の閲覧を請求すること

ができます。 

（３）ご入所者は、当該ご入所者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望す

る場合、当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払う

ことにより、受け取ることができます。 

 

16.非常災害対策について 

事業所は、非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含めその他必要な訓練を年２回

以上行います。また、そのうち 1 回は夜間を想定したものとします。 

事業所は、消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害時の関係機関

への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知します。 
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17.衛生管理について 

（１）サービス提供の用に供する事業所、食器その他の設備または飲用に供する水について、衛

生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

（２）事業所において感染症が発症しないよう、又はまん延しないように必要な措置を講じます。 

（３）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、

指導を求めるとともに、常に密着な連携に努めます。 

 

 

18.重要事項説明の年月日について 

上記内容についてご入所者に説明いたしました。 

この重要事項説明書の説明年月日 令和    年    月    日 

説 明 者 氏 名    

 

 

入所者      

私は、以上の重要事項説明書の内容について説明を受け、その内容を理解し、これ

が契約の一部となることを確認したうえ同意し、文書の交付を受けました。 

住 所  

氏 名    

       代筆者氏名                 続柄 （    ）     

 

代理人・立会人（いずれかに○） 

住 所  

氏 名    

家族の場合、家族代表であることを確認しました。 

 

<注>本書を 2 通作成し、事業者、ご入所者双方が 1 部ずつ保管する。 
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介護老人保健施設 オラージュ須磨 

重要事項説明書 

（短期入所療養介護） 

 

本書は、あなた(又はあなたの家族)が利用しようと考えている短期入所療養介護について、介護

保険法の規定に基づき、事業者が利用者に説明すべき事項を記載しています。わからないこと、

わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

1. 事業所経営法人 

事業者の名称 医療法人社団 創生会 

代表者氏名 理事長 田口 真子 

事業者の所在地 兵庫県神戸市東灘区深江本町 3-8-22 

法人設立年月日 1999 年 11 月 26 日 

 

2.ご利用事業所 

（1）事業所の所在地など 

事 業 所 の 名 称 介護老人保健施設オラージュ須磨 

介 護 保 険 

事 業 所 番 号 

神戸市許可 

2850780061 

事業所の所在地 神戸市須磨区若草町 3-622-11 

開 設 年 月 日 2010 年 10 月 1 日 

管 理 者 高峰 義和 

連 絡 先 電話番号  078-747-1136  

ＦＡＸ番号 078-747-1138 

利 用 定 員 100 名 

 

（２）事業の目的と運営の方針について 

事業の目的 

短期入所療養介護は、介護保険法令の趣旨に従って、短期入所療養介護計

画による利用者（契約者）に対する看護・医学的管理のもとに、介護・機

能訓練その他必要な医療並びに日常生活上のお世話を行うことにより、利

用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、

その者の居宅における生活への復帰を目指すことを目的とします。 

運営の方針 

利用者お一人お一人の思いを尊重し、ご自宅での生活への復帰のために、

自立した日常生活を送ることをお手伝いします。 

地域や家庭との結び付きを重視して、市町村や他の事業者等との連携をす

ることで、安心のある暮らし、地域、社会づくりに貢献していきます。 
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３.居室の概要 

 当事業所では以下の居室・設備をご用意しています。 

 全室ユニット介護を基準にしており、個室のみの設定となっております。 

居室・設備の種類 室数 備 考 

個 室 100 室 各個室にベット、洗面所、収納設備を備えつけております。 

共 同 生 活 室 10 室 食事はこちらで召し上がって戴きます。 

診 察 室 １室 レントゲン室を併設しております。 

機 能 訓 練 室 1 室 リハビリコーナー、言語聴覚訓練室があります。 

浴 室 10 箇所 各ユニットに個別浴槽を設置しております。 

ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ 10 室 各ユニットにスタッフカウンターを設置しております。 

調 理 室 1 室  

洗 濯 室 5 室 各階に洗濯室を設置しております。 

汚 物 処 理 室 10 室 各ユニットに設置しております。 

※上記は、厚生労働省が定める基準により、必置が義務づけられている施設・設備です。 

※居室の変更：利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況や居室環境、

周辺環境により、事業所でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変

更する場合があります。その際には、利用者やご家族等と協議の上決定するものとします。 

 

４.従業者の配置状況 

（１）主な従業者の配置状況及び職務 

   当事業所では、ご利用者に対して短期入所療養介護サービスを提供する従業者（入所を含

む）として、以下の職種の従業者を配置しています 

職種 指定基準 実配置人員 常勤換算 

１．施設長（医師） 1 名 1 名 1 名 

２．薬剤師  ０．3 名 １名 ０．3 名 

３．看護職員  ９．６名 10 名 ９．６名 

４．介護職員  2３．９名 45 名 44.2 名 

５．支援相談員  1 名 2 名 2 名 

６．リハビリ職員  1 名 7 名 ４名 

７．管理栄養士 1 名 1 名 1 名 

８．介護支援専門員  1 名 1 名 1 名 

９．事務職員 適当数 2 名 2 名 

（令和 6 年 4 月 1 日現在）     

※従業者の配置については、指定基準を遵守しています。 

※常勤換算：職員それぞれ 1 週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の所

定勤務時間数（4 週 160 時間）で除した数です。 

※実利用者 3 名に対し、看護・介護職員を 1 名以上配置しています。 

夜間は介護職員 5 名以上が夜勤業務を行います。 
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①施設長（管理者） 

従業者の管理、業務の実施状況その他の管理を一元的に行うとともに、従業者に対して必要な

指揮命令を行う。 

②医師 

利用者の病状及び心身の状況に応じて日常的な医療業務に従事する。 

③薬剤師 

医師の指示に基づき調剤を行い、事業所で保管する薬剤管理業務に従事する。 

④看護職員 

医師の指示に基づき、投薬・検温・血圧測定等の診療補助行為を行うほか、利用者の短期入所

療養介護計画に基づく看護業務等に従事する。 

⑤介護職員 

 利用者の短期入所療養介護計画に基づく日常生活の介護、相談及び援助の業務に従事する。 

⑥支援相談員 

利用者及びその家族からの生活相談及び援助の企画立案・実施、入退所にかかる手続き、レク

リエーション等の計画・指導業務、関係市町との連携及びボランティアの指導業務に従事する。    

⑦リハビリ従業者（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士） 

利用者のリハビリテーション計画の企画立案、機能回復・機能維持に必要な訓練及び指導に従

事する。 

⑧管理栄養士 

献立の作成業務、栄養指導業務、嗜好調査及び残食調査等利用者の食事管理業務に従事する。 

⑨介護支援専門員 

利用者の短期入所療養介護計画の企画立案等、介護支援に関する業務に従事する。 

⑩事務職員 

事業所の庶務及び会計事務に従事する。 

 

（２）主な職種の勤務体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職種 勤務体制 

１．医師   ８：３０ ～ １７：３０ （土・日・祝は休み） 

２．介護職員    ７：30 ～  １６：3０ 

  ８：３０ ～ １７：３０ 

１０：００ ～ １９：００ 

１２：3０  ～ ２１：3０ 

２１：３０ ～ 翌７：３０ 

３．看護職員   ８：３０ ～ １７：３０ 

４．リハビリ職員   ８：３０ ～ １７：３０ 
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５.当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス 

以下のサービスについては、居住費・食費を除き介護保険から給付されます。 

短期入所療養 

介護計画の作成 

・利用者の有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて利用者が現

に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができ

るように短期入所療養介護計画を作成し支援します。 

食  事 

・管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜

好を考慮した食事を提供します。 

・利用者の自立支援の為、離床し食堂にて食事を召し上がって戴くことを原

則とします。 

（食事提供時間） 

朝食 8：00～10：00  昼食 12：00～14：00 

夕食 18：00～20：00 

・食事のキャンセル・変更等は、前日 10 時までにお申し出下さい。 

・外出・緊急的な受診等の理由でも、急なキャンセル・変更等の申し出はお

受け出来ません。 

・召し上がられていなくても食事料金が発生します。予め、ご了承下さい。 

入  浴 

・原則、入浴または清拭を週２回行います。 

・寝たきりの方も機械浴槽（特別浴、リフト浴、座位浴）を使用して入浴し

て頂けます。 

排  泄 ・排泄の自立を促す為、利用者の身体能力を最大限に活用し援助を行います。 

機能訓練 

・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士により利用者の心身等の状況に応じ

て、日常生活を送るのに必要な機能の回復または減退を防止する為の訓練を

実施致します。 

健康管理 
・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

・必要に応じて協力病院への受診も配慮致します。 

そ の 他 

自立への支援 

・寝たきり防止の為、医師により制限の指示のある方以外は離床いただきま

す。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

 

（２）短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

事業所は、法定代理受領サービスに該当する介護保険サービスを提供した際には、利用者

から利用料の一部として、当該介護保険サービスについて介護保険法に規定する厚生労働大

臣が定める基準により算定した費用の額（告示上の額）から当該事業所に支払われる介護保

険サービス費の額を差し引いた額（自己負担額）の支払いを受けます。その他、食事の提供

に要する費用、居住に関する費用及び特別な室料に関する費用の支払いを利用者から受ける

事ができます。また事業所は、法定代理受領サービスに該当しない介護保険サービスを提供

した際に利用者から支払いを受ける利用料の額と、前段の額との間に、不合理な差額が生じ

ないようにします。下記の料金表の該当する要介護度における自己負担額と、居室と食事に

係る自己負担額の合計金額をお支払い下さい。 
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【居室の種別】 

■基本型 ユニット型個室 

□在宅強化型 ユニット型個室 

①基本型 

入所者の要介護度 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 882 円 931 円 1,000 円 1,058 円 1,113 円 

2 割 1,763 円 1,862 円 1,999 円 2,115 円 2,226 円 

3 割 2,644 円 2,792 円 2,998 円 3,172 円 3,339 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 6,177 円 6,226 円 6,295 円 6,353 円 6,408 円 

2 割 7,058 円 7,157 円 7,294 円 7,410 円 7,521 円 

3 割 7,939 円 8,087 円 8,293 円 8,467 円 8,634 円 

 

②在宅強化型 

入所者の要介護度 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 955 円 1,036 円 1,105 円 1,166 円 1,228 円 

2 割 1,910 円 2,072 円 2,209 円 2,332 円 2,456 円 

3 割 2,865 円 3,108 円 3,314 円 3,498 円 3,684 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 6,250 円 6,331 円 6,400 円 6,461 円 6,523 円 

2 割 7,205 円 7,367 円 7,504 円 7,627 円 7,751 円 

3 割 8,160 円 8,403 円 8,609 円 8,793 円 8,979 円 

※１ 食事にかかる自己負担額の内訳：朝食 546 円、昼食 714 円、夕食 735 円 

 

ⅰ）地域区分別の単価（４級地 10.54 円）で計算しています。 

ⅱ）負担割合証を確認のうえ利用者負担が割合証に記載の負担率となります。 

ⅲ）利用者がまだ要介護認定を受けておられない場合、「（暫定）居宅サービス計画」が作成さ

れてない場合は、サービス利用料金の 10 割を一旦お支払いいただきます。要介護認定を

受けられた後、自己負担額を除く金額（介護保険から給付される金額）が介護保険から払

い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必

要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。認定結果が「自立」の場

合は、「暫定居宅サービス計画」の作成有無にかかわらず、全額自己負担となります。 

ⅳ）介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を

変更します。 

 

（３）住居費・食費の負担限度額 

介護保険法の規定により、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方については、認定証

に記載されている負担限度額を支払上限とします。 

※世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられる

方の場合は、事業所利用の居住費・食費が軽減されます。 
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対象者 区分 居住費 食費 

生活保護受給者 
第１段階 880 円 300 円 

市町村民税 

非課税世帯 

老齢福祉年金受給者 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円以下の方 
第２段階 880 円 390 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円超 120 万円以下の方 
第３段階 

①  
1,370 円 650 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、120 万円超の方 
第３段階 

②  
1,370 円 1,360 円 

上記以外の方 第４段階 3,300 円 1,995 円 

 

 

（４）加算 

＜事業所体制の加算＞ 

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

夜勤職員配置加算 夜勤職員を 5 人以上配置 26 円/日 51 円/日 76 円/日 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅰ） 

Ⅱの要件を満たし、その成果

が確認され、複数の機器を導

入している 

106 円/月 211 円/月 317 円/月 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅱ） 

負担軽減のための委員会や改

善活動を実施、見守り機器等

を１つ以上導入し年に1度デ

ータの提供を行う 

11 円/月 21 円/月 32 円/月 

サービス提供体制強化加

算(Ⅰ)  

介護福祉士を 80%以上配置

または勤続 10 年以上介護福

祉士 35％以上 

24 円/日 47 円/日 70 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅱ) 
介護福祉士を 60％以上配置 19 円/日 38 円/日 57 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅲ) 

次のいずれかに該当する事 

① 介護福祉士 50％以上 

② 常勤職員 75％以上 

③ 勤続 7 年以上 30％以上 

7 円/日 13 円/日 19 円/日 

在宅復帰・在宅療養支援

機能加算(Ⅰ) 

在宅復帰･在宅療養支援等指

標が 40 以上 
54 円/日 108 円/日 162 円/日 

在宅復帰・在宅療養支援

機能加算(Ⅱ) 

在宅復帰･在宅療養支援等指

標が 70 以上 
54 円/回 108 円/回 162 円/回 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定単位数に 7.5%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 

所定単位数に 7.1%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 
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＜対象者のみ付加される加算＞ 

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

緊急時治療管理 
1 月に 1 度連続する 3 日

間 
546 円/日 1,092 円/日 1,638 円/日 

療養食加算 療養食提供 9 円/回 17 円/回 26 円/回 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算 
1 日 20 分以上のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼ

ｮﾝの提供 
253 円/日 506 円/日 759 円/日 

認知症ケア加算 
日常生活自立度Ⅲ以上サ

ービスを提供 
81 円/日 161 円/日 241 円/日 

認知症専門ケア加算(Ⅰ) 
認知症の者の占める割合

が 2 分の 1 以上 
4 円/日 7 円/日 10 円/日 

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

Ⅰの基準を満たし、認知症

ケアに関する研修を計画

的に実施 

5 円/日 9 円/日 13 円/日 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 

在宅生活が困難であると

医師より指示がある場合､

7 日間を限度 

211 円/日 422 円/日 633 円/日 

若年性認知症利用者受入

加算 
若年性認知症の受け入れ 127 円/日 253 円/日 380 円/日 

緊急短期入所受入加算 利用開始から 7 日を限度 95 円/日 190 円/日 285 円/日 

送迎加算 
送迎を必要とする場合(片

道) 
194 円/日 388 円/日 582 円/日 

重度療養管理加算 
別に定める状態の要介護

4･5 の方の利用 
127 円/日 253 円/日 380 円/日 

口腔連携強化加算 

従業者が、口腔の健康状態

の評価を実施し、歯科医療

機関及び介護支援専門員

に対し、当該評価の結果を

情報提供 

53 円/日 106 円/日 159 円/日 

特定治療 
一部規定される保健医療

機関が行った場合 
診療報酬点数×10円 

 

（５）上記以外のサービス 

以下のサービスは、前項で掲げるもののほか、短期入所療養介護サービスにおいて提供され

る便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であり、その利用者に負担

させることが適当と認められるもので、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

 ①理容・美容サービス 

  月に 3 回、理美容師の出張による理髪サービスをご利用頂けます。 

利  用  料  金（非課税） 

カット 1,800 円 パーマ（カットブロー込） 6,500 円 

カット・シャンプー・ブロー 2,800 円 パーマのみ 5,500 円 
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カラーのみ 5,500 円 カラー（カットブロー込） 6,500 円 

髭剃り・顔そり 1,000 円  

②栄養補助食品 

 利用者の希望により、栄養補助食品を利用した場合、別途実費を請求させていただきます。（発

注はケース単位となります） 

③レクリエーション、クラブ活動 

 利用者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただきます。 

④複写物の交付 

利用者は、当該利用者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望する場合、

当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払うことにより、

受け取ることができます。 

⑤日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で、利用者に負担頂く事が適当であ

る物品に係る費用を負担いただきます。おむつ代は介護保険給付対象となっておりますので、

ご負担の必要はありません。（実費、税込と記載のないものは非課税） 

利   用   料   の   額 

衣 類 リ ー ス ８００円／日（非課税） 

（肌着・下着・靴下・寝間着・日常着） 

私 物 洗 濯 390 日（非課税） 

嗜 好 飲 料 88 円／杯（税込）(コーヒー・紅茶・清涼飲料等) 

居室内電化製品使用料 39 円／日（税込）（禁止の物もあり） 

洗濯機・乾燥機使用料 5,214 円／月（税込） 

日 用 品 費 ２７０円／１日（非課税）（タオル１枚/日・シャンプー・リンス・

ハンドソープ・ボディーソープ等） 

お や つ 代 １10 円／１食（税込） 

特 別 ク リ ー ニ ン グ 実 費（非課税）（外注となります。ウールや絹製品等） 

福 祉 用 具 実 費（個別に提案させていただきます） 

文 書 発 行 手 数 料 種類によって異なります（診療情報提供書等） 

そ の 他 実 費（電話・切手・コピーなどご利用された場合） 

⑥その他、別に定める所定の料金 

利用者が契約終了後も居室を明け渡さない場合等には、契約終了日以降の損害賠償請求をさせ

て頂く場合があります。 

⑦利用料の変更については、介護保険給付体系の変更（変更日は国係法令等、厚労省告示適用日

より）、サービス体系の変更、公租公課又は物価等の変動によりサービス利用料金の変動を行う

場合、入所者に対し変更日の１ヶ月前迄に説明を行います。 

 

（６）利用料のお支払方法 

①事業所は、原則として利用料の支払いを口座引落しとします。利用者及び連帯保証人が指定

する送付先に対し、利用料金の請求書兼明細書を、翌月末までに送付します。 

利用者は、事業所に対し当該合計額を翌々月の 5 日に支払うものとします。 

②事業所は、利用者又は連帯保証人から利用料金の支払いを受けた時には、利用者及び連帯保

証人が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 
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③利用料を振り込まれる場合の振込手数料、および事業所の責に帰さない事由による利用料の

返金手数料は、利用者又は連帯保証人が負担するものとします。 

※利用料、利用者負担額、及びその他費用の支払いについて、正当な理由なく、支払い期日ま

でに支払いが無い場合は、年１４．６％の割合で計算した遅延損害金をお支払いいただきま

す。 

 

（７）利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により下記協力医療機関において診療や入院治療

を受けることが出来ます。（下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものでは

ありません）但し、下記医療機関での診療・入院治療を義務付けるものではありません。 

また事業所は、入所申込者の病状を勘案し、入所申込者に対し自ら必要なサービスを提供

することが困難と認めた場合は、適切な病院若しくは診療所等を紹介するなどの適切な措置

を速やかに講じる場合がございます。 

 ①協力医療機関 

医療機関の名称 神戸大山病院 

所 在 地 〒652-0802 神戸市兵庫区水木通 10 丁目 1-12 

電 話 番 号 078-578-0321 

診 療 科 内科、外科、整形外科、リハビリテーション科、循環器内科 

  

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 みなとデンタルクリニック 

所 在 地 〒673-08９１ 明石市大明石町 2 丁目 3 番 22 号 三伸ビル 1 階 

電 話 番 号 078-915-００６３ 

診 療 科 歯科、歯科口腔外科 

 

６．サービス提供に関する相談、苦情について 

（1）当事業所における相談窓口 

事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 

苦 情 解 決 責 任 者 施設統括部長 

苦 情 受 付 窓 口 支援相談員、介護支援専門員 

受 付 時 間 毎週 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

電 話 番 号 ０７８－747－１１３６ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７８－747－１１３８ 

※１Ｆエントランスにご意見箱がありますので、そちらもご自由にお使いください。 

 

（2）行政機関その他の相談窓口 

神戸市福祉局監査指導部 

所 在 地：神戸市中央区加納町 6-5-1 

電話番号：078-322-6326 

受付時間：8:45～12:00、13:00～17:30（平日） 

養介護施設従事者等による

高齢者虐待通報専用電話 

所 在 地：同上 

電話番号：078-322-6774 
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受付時間：8:45～17:30（平日） 

神戸市消費生活センター 

所 在 地：神戸市中央区橘通 3-4-1 

電話番号：078-371-1221 

受付時間：9:00～17:00（平日） 

兵庫県国民健康保険団体 

連合会 

介護サービス苦情相談窓口 

所 在 地：神戸市中央区三宮町 1 丁目 9 番 1-1801 号 

電話番号：078-332-5617 

受付時間：8:45～17:15（平日） 

 

７．事業所の利用に当たっての留意事項について 

来訪・面会 

面会時間は午前９時から午後７時までです。来訪者は面会時間を遵守

し、必ずその都度職員に申し出ていただき、面会簿に記入して下くだ

さい。風邪症状等のある方のご面会はご遠慮ください。 

外出 

外出の際には、必ず行き先、帰宅日時、食事の有無を所定の用紙に記

入し、職員に提出してください。 

食事のキャンセルについては、前日の１０時までが変更可能時間とな

ります。それ以降のキャンセルについては返金できません。 

医療機関での受診 

受診を希望される場合は必ず職員にお申し出ください。また、診察の

結果・処方の内容もご連絡ください。受診された担当医から協力医療

機関への医療情報をお願いすることもあります。 

通院や付き添いはご家族にもご協力をお願いします。 

居室・設備・器具の

利用 

事業所内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場

合があります。※居室のカーテンは防炎カーテンに限り持込可。 

食品等の持ち込み 

ご家族の持ち込まれた食べ物や飲み物、健康補助食品等を、他の利用

者へ提供（おすそ分け等）することはご遠慮ください。 

また、衛生上の観点から、消費期限や賞味期限を過ぎたものについて

は、職員により廃棄させていただくことがあります。 

喫煙・飲酒 
当法人は事業所敷地内禁煙です。飲酒は原則お断りいたします。職員

の指示に従ってください。 

迷惑行為等 
騒音等、他の利用者の迷惑になる行為は、ご遠慮ください。 

また、許可なく他の利用者の居室に立ち入らないでください。 

所持金品の管理 

所持金品は、本人及びご家族の責任で管理してください。紛失等につ

いての責任は負いかねます。高価な貴重品、刃物、危険物は原則とし

て持ち込むことができません。 

宗教活動・政治活動 
事業所内での、他の利用者に対する宗教活動及び政治活動は、ご遠慮

ください。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込み及び飼育は、お断りいたします。 

引受かねる対応 

利用者又はご家族より以下のようなご要望があっても、対応しかねま

すのでご了承ください。 

①利用者本人にとって不適切又は介助時に本人に苦痛を伴うこと 

②事業所の業務運営上、不可能な方法 

③利用者の生命に危険がおよぶようなこと 

 ※上記の項目をお守りいただけない場合は、契約書に基づき契約の解除をさせていただく場合



-11- 

があります。 

８．秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者及びその家族

に関する秘密の保持

について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関す

る法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵

守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業所の従業者は、サービス提供をする上で知り得

た利用者およびその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏

らしません。 

③ この秘密保持に関する義務は、サービス提供が終了した後にお

いても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密を保持させるため従業者である期間及び従業者でなくなった

後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用

契約の内容とします。 

個人情報保護につい

て 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得たうえで、適正な範

囲において利用者及びその家族の個人情報を利用します。 

② 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医

療機関等に利用者に関する情報を提供できるものとします。 

③ 事業者は、利用者およびその家族に関する個人情報が含まれる

記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む）については善

良な管理者の注意を持って管理し、また、処分の際にも第三者

への漏洩を防止するものとします。 

④ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその

内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加又は

削除を求められた場合は、直ちに調査を行い、利用目的の達成

に必要な範囲内で訂正などを行うものとします。開示等の求め

に際し、当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出

して下さい。ただし、手数料として１件 1,000 円（税込）と

させていただきます。 

 

９．虐待の防止について 

 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止の為に、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

(1) 成年後見制度の利用を支援します。 

(2) 苦情解決体制を整備しています。 

(3) 従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 

1０．身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれが

ある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、

利用者及びご家族に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範

囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記

録を行います。 
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また、事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

(1) 緊急性…… 直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・身体に危険が及

ぶことが考えられる場合に限ります。 

(2) 非代替性… 身体拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを

防止することができない場合に限ります。 

(3) 一時性…… 利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、

直ちに身体拘束を解きます。 

 

１１．緊急時の対応方法について 

 サービス提供中に、利用者の病状が急変した場合、その他必要な場合は、速やかに医師へ連絡

を行う等の必要な措置を講じ、利用者があらかじめ指定する連絡先にも連絡します。 

事故発生時や利用者の体調

悪化時の緊急時の対応方法 

① 医師へ利用者の状況を報告し、指示を仰ぎます。 

② 医師の指示の下対応します。必要であれば救急搬送等の対

応をいたします。 

③ ご家族に状況説明と医師の指示内容を伝え、必要であれば

受診対応等、協力を求めます。 

 

1２．事故発生時の対応方法について 

（１）事業所は事故の発生又はその再発を防止する為、次の各項に定める措置を講じます。 

①事故が発生した場合の対応、次項に規定する報告の方法等が記載された事故発生防止のた

めの指針を整備します。 

②事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告さ

れ、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備します。 

③事故発生防止の為の委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

（２）事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町村、

利用者の家族に連絡を行うと共に必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して対応した処置を記録します。 

（４）当事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は速や

かに損害賠償を行います。 

 

１３．損害賠償について 

（１）事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかに

その損害を賠償致します。ただし、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認め

られる場合には、利用者のおかれた心身の状況を斟酌し相当と認められる場合には、事業者

の損害賠償責任を減じる場合があります。 

（２）以下の各号に該当する場合は、事業者は賠償責任を免れます。 

① 利用者又はその家族が、契約締結に際し、利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項につ

いて、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生し

た場合 

② 利用者又はその家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対し

て故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場

合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら
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起因して損害が発生した場合 

④ 利用者が、事業者もしくは従事者の指示等に反して行った行為にもっぱら起因して損害が

発生した場合 

（３）利用者及び連帯保証人は、利用者の責に帰すべき事由により事業者、従事者又は第三者に

生じた損害について、連帯してその損害を賠償しなければならないものとします。 

 

1４．サービス提供の記録について 

（１）サービス提供に関する記録は、その完結日から５年間保存します。 

（２）利用者は、事業者に対して、保存されているサービス提供の記録の閲覧を請求することが

できます。 

（３）利用者は、当該利用者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望する場

合、当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払うこと

により、受け取ることができます。 

 

1５．非常災害対策について 

事業所は、非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含めその他必要な訓練を年２回

以上行います。また、そのうち 1 回は夜間を想定したものとします。 

事業所は、消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害時の関係機関

への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知します。 

 

1６．衛生管理について 

（１）サービス提供の用に供する事業所、食器その他の設備または飲用に供する水について、衛

生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

（２）事業所において感染症が発症しないよう、又はまん延しないように必要な措置を講じます。 

（３）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、

指導を求めるとともに、常に密着な連携に努めます。 
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１7．重要事項説明の年月日について 

上記内容について利用者に説明いたしました。 

この重要事項説明書の説明年月日 令和    年    月    日 

説明者氏名    

 

 

利用者      

私は、以上の重要事項説明書の内容について説明を受け、その内容を理解し、これが

契約の一部となることを確認したうえ同意し、文書の交付を受けました。 

住 所  

氏 名    

 

   代筆者氏名                続柄（     ） 

 

代理人・立会人（いずれかに○） 

住 所  

氏 名    

家族の場合は、家族代表であることを確認いたしました。 

 

＜注＞本書を２通作成し、入所者、事業者双方が１部ずつ保管する。 
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介護老人保健施設オラージュ須磨 

重要事項説明書 

（介護予防短期入所療養介護） 

 

本書は、あなた(又はあなたの家族)が利用しようと考えている介護予防短期入所療養介護につい

て、介護保険法の規定に基づき、事業者が利用者に説明すべき事項を記載しています。わからな

いこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

1. 事業所経営法人 

事 業 者 の 名 称 医療法人社団 創生会 

代 表 者 氏 名 理事長 田口 真子 

事 業 者 の 所 在 地 兵庫県神戸市東灘区深江本町 3-8-22 

法 人 設 立 年 月 日 1999 年 11 月２６日 

 

2.ご利用事業所 

（1）事業所の所在地など 

事 業 所 の 名 称 介護老人保健施設オラージュ須磨 

介 護 保 険 

事 業 所 番 号 
2850780061 

事 業 所 の 所 在 地 兵庫県神戸市須磨区若草町 3-622-11 

開 設 年 月 日 2010 年 10 月 1 日 

管 理 者 高峰 義和 

連 絡 先 
電話番号  078-747-1136  

ＦＡＸ番号 078-747-1138 

利 用 定 員 100 名 

 

（２）事業の目的と運営の方針について 

事 業 の 目 的 

介護予防短期入所療養介護は、介護保険法令の趣旨に従って、介護予防短

期入所療養介護計画による利用者（契約者）に対する看護・医学的管理の

もとに、介護・機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上のお世話を行

うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、その者の居宅における生活への復帰を目指すことを目的

とします。 

運 営 の 方 針 

利用者お一人お一人の思いを尊重し、ご自宅での生活への復帰のために、

自立した日常生活を送ることをお手伝いします。 

地域や家庭との結び付きを重視して、市町村や他の事業者等との連携をす

ることで、安心のある暮らし、地域、社会づくりに貢献していきます。 
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３.居室の概要 

 当事業所では以下の居室・設備をご用意しています。 

全室ユニット介護を基準にしており、個室のみの設定となっております。 

 

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、必置が義務づけられている施設・設備です。 

※ 居室の変更：利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況や居室環

境、周辺環境により、事業所でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室

を変更する場合があります。その際には、利用者やご家族等と協議の上決定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居室・設備の種類 室数 備 考 

個 室 100 室 各個室にベット、洗面所、収納設備を備えつけております。 

共 同 生 活 室 10 室 食事はこちらで召し上がって戴きます。 

診 察 室 １室 レントゲン室を併設しております。 

機 能 訓 練 室 1 室 リハビリコーナー、言語聴覚訓練室があります。 

浴 室 10 箇所 各ユニットに個別浴槽を設置しております。 

ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ 10 室 各ユニットにスタッフカウンターを設置しております。 

調 理 室 1 室  

洗 濯 室 5 室 各階に洗濯室を設置しております。 

汚 物 処 理 室 10 室 各ユニットに設置しております。 
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４.従業者の配置状況 

（１）主な従業者の配置状況及び職務 

  当事業所では、ご利用者に対して介護予防短期入所療養介護サービスを提供する従業者（入

所を含む）として、以下の職種の従業者を配置しています 

職種 指定基準 実配置人員 常勤換算 

１．施設長（医師） 1 名 1 名 1 名 

２．薬剤師  ０．3 名 １名 ０．3 名 

３．看護職員  ９．６名 10 名 ９．６名 

４．介護職員  2３．９名 45 名 44.2 名 

５．支援相談員  1 名 2 名 2 名 

６．リハビリ職員  1 名 7 名 ４名 

７．管理栄養士 1 名 1 名 1 名 

８．介護支援専門員  1 名 1 名 1 名 

９．事務職員 適当数 2 名 2 名 

（令和 6 年 4 月 1 日現在）      

※従業者の配置については、指定基準を遵守しています。 

※常勤換算：職員それぞれ 1 週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の所

定勤務時間数（4 週 160 時間）で除した数です。 

※実利用者 3 名に対し、看護・介護職員を 1 名以上配置しています。 

夜間は介護職員 5 名以上が夜勤業務を行います。 

 

①施設長（管理者） 

従業者の管理、業務の実施状況その他の管理を一元的に行うとともに、従業者に対して必要な

指揮命令を行う。 

②医師 

利用者の病状及び心身の状況に応じて日常的な医療業務に従事する。 

③薬剤師 

医師の指示に基づき調剤を行い、事業所で保管する薬剤管理業務に従事する。 

④看護職員 

医師の指示に基づき、投薬・検温・血圧測定等の診療補助行為を行うほか、利用者の介護予防

短期入所療養介護計画に基づく看護業務等に従事する。 

⑤介護職員 

 利用者の介護予防短期入所療養介護計画に基づく日常生活の介護、相談及び援助の業務に従事

する。 

⑥支援相談員 

利用者及びその家族からの生活相談及び援助の企画立案・実施、入退所にかかる手続き、レク

リエーション等の計画・指導業務、関係市町との連携及びボランティアの指導業務に従事する。    

⑦リハビリ従業者（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士） 

利用者のリハビリテーション計画の企画立案、機能回復・機能維持に必要な訓練及び指導に従

事する。 

⑧管理栄養士 

献立の作成業務、栄養指導業務、嗜好調査及び残食調査等利用者の食事管理業務に従事する。 
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⑨介護支援専門員 

利用者の短期入所療養介護計画の企画立案等、介護支援に関する業務に従事する。 

⑩事務職員 

事業所の庶務及び会計事務に従事する。 

 

（２）主な職種の勤務体系 

職種 勤務体制 

１．医師   ８：３０ ～ １７：３０ （土・日・祝は休み） 

２．介護職員    ７：30 ～  １６：3０ 

  ８：３０ ～ １７：３０ 

１０：００ ～ １９：００ 

１２：3０  ～ ２１：3０ 

２１：３０ ～ 翌７：３０ 

３．看護職員   ８：３０ ～ １７：３０ 

４．リハビリ職員   ８：３０ ～ １７：３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-5- 

５.当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）当事業所が提供する基準介護サービス 

以下のサービスについては、居住費・食費を除き介護保険から給付されます。 

介護予防短期 

入所療養介護 

計画の作成 

・利用者の有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて利用者が

現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことが

できるように介護予防短期入所療養介護計画を作成し支援します。 

食  事 

・管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用者の身体の 

状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

・利用者の自立支援の為、離床し食堂にて食事を召し上がって戴く 

ことを原則とします。 

（食事提供時間） 

朝食 8：00～10：00  昼食 12：00～14：00 

夕食 18：00～20：00 

・食事のキャンセル・変更等は、前日 10 時までにお申し出下さい。 

・外出・緊急的な受診等の理由でも、急なキャンセル・変更等の 

申し出はお受け出来ません。食事代が発生します。 

・召し上がられていなくても食事料金が発生します。予め、ご了承 

下さい。 

入  浴 

・原則、入浴または清拭を週２回行います。 

・寝たきりの方も機械浴槽（特別浴、リフト浴、座位浴）を使用して入浴

して頂けます。 

排  泄 
・排泄の自立を促す為、利用者の身体能力を最大限に活用し援助を行いま

す。 

機能訓練 

・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士により利用者の心身等の状況に応

じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復または減退を防止する為の訓

練を実施致します。 

健康管理 
・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

・必要に応じて協力病院への受診も配慮致します。 

そ の 他 

自立への支援 

・寝たきり防止の為、医師により制限の指示のある方以外は離床いただき

ます。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 
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（２）介護予防短期入所療養介護サービス費（1 日あたり） 

事業所は、法定代理受領サービスに該当する介護保険サービスを提供した際には、利用者から

利用料の一部として、当該介護保険サービスについて介護保険法に規定する厚生労働大臣が定め

る基準により算定した費用の額（告示上の額）から当該事業所に支払われる介護保険サービス費

の額を差し引いた額（自己負担額）の支払いを受けます。その他、食事の提供に要する費用、居

住に関する費用及び特別な室料に関する費用の支払いを利用者から受ける事ができます。また事

業所は、法定代理受領サービスに該当しない介護保険サービスを提供した際に利用者から支払い

を受ける利用料の額と、前段の額との間に、不合理な差額が生じないようにします。下記の料金

表の該当する要介護度における自己負担額と、居室と食事に係る自己負担額の合計金額をお支払

い下さい。 

 

【居室の種別】 

□基本型 ユニット型個室 

□在宅強化型 ユニット型個室 

①基本型 

利用者の要介護度 要支援 1 要支援 2 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 658 円 832 円 

2 割 1,316 円 1,664 円 

3 割 1,973 円 2,495 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 5,953 円 6,127 円 

2 割 6,611 円 6,959 円 

3 割 7,268 円 7,790 円 

 

②在宅強化型（以下、「強化型」） 

利用者の要介護度 要支援 1 要支援 2 

1. サービス利用に係る

自己負担額 

1 割 717 円 892 円 

2 割 1,434 円 1,784 円 

3 割 2,151 円 2,675 円 

2.居室に係る自己負担額 3,300 円(非課税) 

3.食事に係る自己負担額 1,995 円(非課税)※1 

4.自己負担額日額合

計(1+2+3) 

1 割 6,012 円 6,187 円 

2 割 6,729 円 7,079 円 

3 割 7,446 円 7,970 円 

※１ 食事にかかる自己負担額の内訳：朝食 546 円、昼食 714 円、夕食 735 円 

 

ⅰ）地域区分別の単価（４級地 10.54 円）で計算しています。 

ⅱ）負担割合証を確認のうえ、利用者負担が割合証に記載の負担率となります。 

ⅲ）利用者がまだ要介護認定を受けておられない場合、「（暫定）居宅サービス計画」が作成され

てない場合は、サービス利用料金の 10 割を一旦お支払いいただきます。要介護認定を受け

られた後、自己負担額を除く金額（介護保険から給付される金額）が介護保険から払い戻さ



-7- 

れます（償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる

事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。認定結果が「自立」の場合は、全額

自己負担となります。 

ⅳ）介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を変

更します。 

 

（３）住居費・食費の負担限度額 

介護保険法の規定により、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた方については、認定証

に記載されている負担限度額を支払上限とします。 

※世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられる

方の場合は、事業所利用の居住費・食費が軽減されます。 

対象者 区分 居住費 食費 

生活保護受給者 
第１段階 880 円 300 円 

市町村民税 

非課税世帯 

老齢福祉年金受給者 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円以下の方 
第２段階 880 円 390 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、80 万円超 120 万円以下の方 
第３段階 

①  
1,370 円 650 円 

本人の年金収入額と、その他の合計所得金額

の合計額が、120 万円超の方 
第３段階 

②  
1,370 円 1,360 円 

上記以外の方 第４段階 3,300 円 1,995 円 

 

（４）加算 

＜事業所体制の加算＞ 

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

夜勤職員配置加算 夜勤職員を 5 人以上配置 26 円/日 51 円/日 76 円/日 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅰ） 

Ⅱの要件を満たし、その成果

が確認され、複数の機器を導

入している 

106 円/月 211 円/月 317 円/月 

生産性向上推進体制 

加算（Ⅱ） 

負担軽減のための委員会や改

善活動を実施、見守り機器等

を１つ以上導入し年に1度デ

ータの提供を行う 

11 円/月 21 円/月 32 円/月 

サービス提供体制強化加

算(Ⅰ)  

介護福祉士を 80%以上配置

または勤続 10 年以上介護福

祉士 35％以上 

24 円/日 47 円/日 70 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅱ) 
介護福祉士を 60％以上配置 19 円/日 38 円/日 57 円/日 

サービス提供体制強化加

算(Ⅲ) 

次のいずれかに該当する事 

① 介護福祉士 50％以上 
7 円/日 13 円/日 19 円/日 
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② 常勤職員 75％以上 

③ 勤続 7 年以上 30％以上 

在宅復帰・在宅療養支援

機能加算(Ⅰ) 

在宅復帰･在宅療養支援等指

標が 40 以上 
54 円/日 108 円/日 162 円/日 

在宅復帰・在宅療養支援

機能加算(Ⅱ) 

在宅復帰･在宅療養支援等指

標が 70 以上 
54 円/回 108 円/回 162 円/回 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 

所定単位数に 7.5%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 

所定単位数に 7.1%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負担割

合を乗じた額 

 

＜対象者のみ付加される加算＞  

加算の名称 備考 
自己負担割合 

1 割 2 割 3 割 

療養食加算 療養食提供 9 円/回 17 円/回 26 円/回 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算 
1 日 20 分以上のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼ

ｮﾝの提供 
253 円/日 506 円/日 759 円/日 

認知症専門ケア加算(Ⅰ) 
認知症の者の占める割合

が 2 分の 1 以上 
4 円/日 7 円/日 10 円/日 

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

Ⅰの基準を満たし、認知症

ケアに関する研修を計画

的に実施。 

5 円/日 9 円/日 13 円/日 

認知症行動・心理症状緊

急対応加算 

在宅生活が困難であると

医師より指示がある場合､

7 日間を限度 

211 円/日 422 円/日 633 円/日 

若年性認知症利用者受入加算 若年性認知症の受け入れ 127 円/日 253 円/日 380 円/日 

送迎加算 送迎を必要とする場合(片道) 194 円/日 388 円/日 582 円/日 

緊急時治療管理 
重篤となった場合の緊急

的な治療管理 
546 円/日 1,092 円/日 1,638 円/日 

口腔連携強化加算 

従業者が、口腔の健康状態

の評価を実施し、歯科医療

機関及び介護支援専門員

に対し、当該評価の結果を

情報提供 

53 円/日 106 円/日 159 円/日 

特定治療 
一部規定される保健医療

機関が行った場合 
診療報酬点数×10 円 

 

（５）上記以外のサービス 

以下のサービスは、前項で掲げるもののほか、介護予防短期入所療養介護サービスにおいて提

供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であり、その利用者に

負担させることが適当と認められるもので、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

①理容・美容サービス 

月に 3 回、理美容師の出張による理髪サービスをご利用頂けます。 
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利  用  料  金（非課税） 

カット 1,800 円 パーマ（カットブロー込） 6,500 円 

カット・シャンプー・ブロー 2,800 円 パーマのみ 5,500 円 

カラーのみ 5,500 円 カラー（カットブロー込） 6,500 円 

髭剃り・顔そり 1,000 円  

②栄養補助食品 

  利用者の希望により、栄養補助食品を利用した場合、別途実費を請求させていただきます。

（発注はケース単位となります） 

③レクリエーション、クラブ活動 

 利用者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただきます。 

④複写物の交付 

利用者は、当該利用者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望する場合、

当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払うことにより、

受け取ることができます。 

⑤日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で、利用者に負担頂く事が適当で

ある物品に係る費用を負担いただきます。おむつ代は介護保険給付対象となっておりますの

で、ご負担の必要はありません。（実費、税込と記載のないものは非課税） 

利   用   料   の   額 

衣 類 リ ー ス ８００円／日（非課税） 

（肌着・下着・靴下・寝間着・日常着） 

私 物 洗 濯 390 日（非課税） 

嗜 好 飲 料 88 円／杯（税込）(コーヒー・紅茶・清涼飲料等) 

居室内電化製品使用料 39 円／日（税込）（禁止の物もあり） 

洗濯機・乾燥機使用料 5,214 円／月（税込） 

日用品費 
２７０円／１日（非課税）（タオル１枚/日・シャンプー・リンス・

ハンドソープ・ボディーソープ等） 

お や つ 代 １10 円／１食（税込） 

特 別 ク リ ー ニ ン グ 実 費（非課税）（外注となります。ウールや絹製品等） 

福 祉 用 具 実 費（個別に提案させていただきます） 

診 療 情 報 提 供 書 文書の種類によって変わります。（診療情報提供書等） 

そ の 他 実 費（電話・切手・コピーなどご利用された場合） 

⑥その他、別に定める所定の料金 

利用者が契約終了後も居室を明け渡さない場合等には、契約終了日以降の損害賠償請求をさせ

て頂く場合があります。 

⑦利用料の変更については、介護保険給付体系の変更（変更日は国係法令等、厚労省告示適用日

より）、サービス体系の変更、公租公課又は物価等の変動によりサービス利用料金の変動を行う

場合、入所者に対し変更日の１ヶ月前迄に説明を行います。 

 

（６）.利用料のお支払方法 

①事業所は、原則として利用料の支払いを口座引落しとします。利用者及び連帯保証人が指定

する送付先に対し、利用料金の請求書兼明細書を、翌月末までに送付します。 



-10- 

利用者は、事業所に対し当該合計額を翌々月の 5 日に支払うものとします。 

②事業所は、利用者又は連帯保証人から利用料金の支払いを受けた時には、利用者及び連帯保

証人が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

③利用料を振り込まれる場合の振込手数料、および事業所の責に帰さない事由による利用料の

返金手数料は、利用者又は連帯保証人が負担するものとします。 

※利用料、利用者負担額、及びその他費用の支払いについて、正当な理由なく、支払い期日ま

でに支払いが無い場合は、年１４．６％の割合で計算した遅延損害金をお支払いいただきます。 

 

（７）利用中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により下記協力医療機関において診療や入院治療

を受けることが出来ます。（下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものでは

ありません）但し、下記医療機関での診療・入院治療を義務付けるものではありません。 

また事業所は、入所申込者の病状を勘案し、入所申込者に対し自ら必要なサービスを提供

することが困難と認めた場合は、適切な病院若しくは診療所等を紹介するなどの適切な措置

を速やかに講じる場合がございます。 

①協力医療機関 

医療機関の名称 神戸大山病院 

所 在 地 〒652-0802 神戸市兵庫区水木通 10 丁目 1-12  

電 話 番 号 078-578-0321 

診 療 科 内科、外科、整形外科、リハビリテーション科、循環器内科 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 みなとデンタルクリニック 

所 在 地 〒673-08９１ 明石市大明石町 2 丁目 3 番 22 号 三伸ビル 1 階 

電 話 番 号 078-915-００６３ 

診 療 科 歯科、歯科口腔外科 

 

６.サービス提供に関する相談、苦情について 

（1）当事業所における相談窓口 

事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 

苦 情 解 決 責 任 者 施設統括部長 

苦 情 受 付 窓 口 支援相談員、介護支援専門員 

受 付 時 間 毎週 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

電 話 番 号 ０７８－747－１１３６ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７８－747－１１３８ 

※1 階エントランスにご意見箱がありますので、そちらもご自由にお使いください。 

 

（2）行政機関その他の相談窓口 

神戸市福祉局監査指導部 

所 在 地：神戸市中央区加納町 6-5-1 

電話番号：078-322-6326 

受付時間：8:45～12:00、13:00～17:30（平日） 

養介護施設従事者等による

高齢者虐待通報専用電話 

所 在 地：同上 

電話番号：078-322-6774 
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受付時間：8:45～17:30（平日） 

神戸市消費生活センター 

所 在 地：神戸市中央区橘通 3-4-1 

電話番号：078-371-1221 

受付時間：9:00～17:00（平日） 

兵庫県国民健康保険団体 

連合会 

介護サービス苦情相談窓口 

所 在 地：神戸市中央区三宮町 1 丁目 9 番 1-1801 号 

電話番号：078-332-5617 

受付時間：8:45～17:15（平日） 

 

７.事業所の利用に当たっての留意事項について 

来訪・面会 

面会時間は午前９時から午後７時までです。来訪者は面会時間を遵守

し、必ずその都度職員に申し出ていただき、面会簿に記入して下くださ

い。風邪症状等のある方のご面会はご遠慮ください。 

外出 

外出の際には、必ず行き先、帰宅日時、食事の有無を所定の用紙に記入

し、職員に提出してください。 

食事のキャンセルについては、前日の１０時までが変更可能時間となり

ます。それ以降のキャンセルについては返金できません。 

医療機関での受診 

受診を希望される場合は必ず職員にお申し出ください。また、診察の結

果・処方の内容もご連絡ください。受診された担当医から協力医療機関

への医療情報をお願いすることもあります。 

通院や付き添いはご家族でお願いします。 

居室・設備・器具の

利用 

事業所内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反したご利用により破損等が生じた場合、弁償していただく場合

があります。※居室のカーテンは防炎カーテンに限り持込可。 

食品等の持ち込み 

ご家族の持ち込まれた食べ物や飲み物、健康補助食品等を、他の利用者

へ提供（おすそ分け等）することはご遠慮ください。 

また、衛生上の観点から、消費期限や賞味期限を過ぎたものについては、

職員により廃棄させていただくことがあります。 

喫煙・飲酒 
当法人は事業所敷地内禁煙です。飲酒は原則お断りいたします。職員の

指示に従ってください。 

迷惑行為等 
騒音等、他の利用者の迷惑になる行為は、ご遠慮ください。 

また、許可なく他の利用者の居室に立ち入らないでください。 

所持金品の管理 

所持金品は、本人及びご家族の責任で管理してください。紛失等につい

ての責任は負いかねます。高価な貴重品、刃物、危険物は原則として持

ち込むことができません。 

宗教活動・政治活動 
事業所内での、他の利用者に対する宗教活動及び政治活動は、ご遠慮く

ださい。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込み及び飼育は、お断りいたします。 

引受かねる対応 

利用者又はご家族より以下のようなご要望があっても、対応しかねます

のでご了承ください。 

①利用者本人にとって不適切又は介助時に本人に苦痛を伴うこと 

②事業所の業務運営上、不可能な方法 

④ 利用者の生命に危険がおよぶようなこと 

 ※上記の項目をお守りいただけない場合は、契約書に基づき契約の解除をさせていただく場合
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があります。 

 

８.秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者及びその家族に関

する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関

する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライ

ン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業所の従業者は、サービス提供をする上で知り

得た利用者およびその家族の秘密を正当な理由なく、第三者

に漏らしません。 

③ この秘密保持に関する義務は、サービス提供が終了した後に

おいても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を保持させるため従業者である期間及び従業者でなくな

った後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者と

の雇用契約の内容とします。 

個人情報保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得たうえで、適正な

範囲において利用者及びその家族の個人情報を利用します。 

② 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、

医療機関等に利用者に関する情報を提供できるものとしま

す。 

③ 事業者は、利用者およびその家族に関する個人情報が含まれ

る記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む）について

は善良な管理者の注意を持って管理し、また、処分の際にも

第三者への漏洩を防止するものとします。 

④ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてそ

の内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加

又は削除を求められた場合は、直ちに調査を行い、利用目的

の達成に必要な範囲内で訂正などを行うものとします。 

開示等の求めに際し、当事業所所定の申請書、本人確認のた

めの書類を提出して下さい。ただし、手数料として１件 1,000

円（税込）とさせていただきます。 

 

９.虐待の防止について 

 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止の為に、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

(1) 成年後見制度の利用を支援します。 

(2) 苦情解決体制を整備しています。 

(3) 従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 

1０.身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれが

ある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、

利用者及びご家族に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範
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囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記

録を行います。 

また、事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

(1) 緊急性…… 直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・身体に危険が及

ぶことが考えられる場合に限ります。 

(2) 非代替性… 身体拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを

防止することができない場合に限ります。 

(3) 一時性…… 利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、

直ちに身体拘束を解きます。 

 

1１.緊急時の対応方法について 

 サービス提供中に、利用者の病状が急変した場合、その他必要な場合は、速やかに主治医へ連

絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者があらかじめ指定する連絡先にも連絡します。 

事故発生時や利用者の体調

悪化時の緊急時の対応方法 

① 医師へ利用者の状況を報告し、指示を仰ぎます。 

② 医師の指示の下対応します。必要であれば救急搬

送等の対応をいたします。 

③ ご家族に状況説明と医師の指示内容を伝え、必要

であれば受診対応等、協力を求めます。 

 

1２.事故発生時の対応方法について 

（１）事業所は事故の発生又はその再発を防止する為、次の各項に定める措置を講じます。 

①事故が発生した場合の対応、次項に規定する報告の方法等が記載された事故発生防止のた

めの指針を整備します。 

②事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告さ

れ、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備します。 

③事故発生防止の為の委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

（２）事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町村、

利用者の家族に連絡を行うと共に必要な措置を講じます。 

（３）事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して対応した処置を記録します。 

（４）当事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は速や

かに損害賠償を行います。 

 

１３.損害賠償について 

（１）事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかに

その損害を賠償致します。ただし、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認め

られる場合には、利用者のおかれた心身の状況を斟酌し相当と認められる場合には、事業者

の損害賠償責任を減じる場合があります。 

（２）以下の各号に該当する場合は、事業者は賠償責任を免れます。 

① 利用者又はその家族が、契約締結に際し、利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項につ

いて、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生し

た場合 

② 利用者又はその家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対し

て故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場
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合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら

起因して損害が発生した場合 

④ 利用者が、事業者もしくは従事者の指示等に反して行った行為にもっぱら起因して損害が

発生した場合 

（３）利用者及び連帯保証人は、利用者の責に帰すべき事由により事業者、従事者又は第三者に

生じた損害について、連帯してその損害を賠償しなければならないものとします。 

 

1４.サービス提供の記録について 

(1) サービス提供に関する記録は、その完結日から５年間保存します。 

(2) 利用者は、事業者に対して、保存されているサービス提供の記録の閲覧することができます。 

(3) 利用者は、当該利用者に関する「サービス提供の記録」の複写物の受け取りを希望する場合、

当事業所所定の申請書、本人確認のための書類を提出のうえ、所定の料金を支払うことによ

り、受け取ることができます。 

 

1５.非常災害対策について 

事業所は、非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含めその他必要な訓練を年２回

以上行います。また、そのうち 1 回は夜間を想定したものとします。 

事業所は、消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害時の関係機関

への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知します。 

 

1６.衛生管理について 

(1) サービス提供の用に供する事業所、食器その他の設備または飲用に供する水について、衛生

的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

(2) 事業所において感染症が発症しないよう、又はまん延しないように必要な措置を講じます。 

(3) 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指

導を求めるとともに、常に密着な連携に努めます。 
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1７.重要事項説明の年月日について 

上記内容について利用者に説明いたしました。 

この重要事項説明書の説明年月日 令和    年    月    日 

説 明 者 氏 名   

 

 

利用者      

私は、以上の重要事項説明書の内容について説明を受け、その内容を理解し、これ

が契約の一部となることを確認したうえ同意し、文書の交付を受けました。 

住 所  

氏 名    

 

       代筆者氏名                 続柄 （    ）    

 

代理人・立会人（いずれかに○） 

住 所  

氏 名    

家族の場合は、家族代表であることを確認いたしました。 

 

<注>本書を 2 通作成し、事業者、利用者双方が 1 部ずつ保管する。 

 

 


